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○ は じ め に

１ はじめに

保安林は、水資源の供給、土砂災害の防止などを目的として森林法に基づき指定され

管理されている森林です。

保安林において、次の行為*1 を行う場合は、原則として許可が必要となりますが、

届出行為や手続きを要しない場合もありますので、まずは 寄りの農林事務所（６ペー

ジ）へご相談ください。

*1 ○ 立竹の伐採

○ 立木の損傷

○ 家畜の放牧

○ 下草・落葉・落枝の採取

○ 土石又は樹根の採掘

○ 開墾その他の土地の形質を変更する行為

※ 以下、これらを「作業許可」行為といいます。

なお、福島県では、許可や届出の手続きが円滑になされるように「福島県保安林内作

業許可事務取扱要領」（以下「要領」といい１２ページ以降に掲載）を定めており、こ

の手引きに示す（ ）内の様式番号は、その要領中のものとなっています。

２ 留意事項

（１）作業許可行為のうち、土地の形状を変える行為は、要領「表３ 土地の形質の変更

行為許可基準」（２２ページ）の範囲で認められていますが、許可を受けた後も保安

林であることに変わりがなく、保安林に関する規定により継続して管理されることに

なります。

（２）行為の規模、全体計画、その後の管理状況などから、作業許可の基準を超える場合

は、申請された行為を許可することができません。この場合は、「保安林の指定の解

除」（以下「解除」という。）手続きが必要となります。

なお、原則として、一つの行為に「解除」と「作業許可」が混在することは認めら

れません。

（３）林野庁が所管する国有保安林において行為を行う場合、土地の売払いを要しないと

きは作業許可の手続き、土地の売払いを要するときは解除手続きによる取扱いとなり

ます。
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○ 作 業 許 可 の 申 請

１ 許可の申請

作業許可の申請を行うことができるのは、次のいずれかに該当する方です。

○ 森林所有者

○ 作業許可の申請に係る行為の当事者

○ 行為地の所在する市町村長

２ 必要書類と提出場所

許可の申請には、次の書類が必要です。

書類の提出先は、行為を行う場所を所管する農林事務所になります。

なお、解除予定保安林における作業許可行為についても、同様の申請が必要です。

○ 保安林（保安施設地区）内○○○○許可申請書（様式１）

○ 要領「表４ 作業許可申請に係る添付書類一覧」（２５ページ）に定める書類

※ 提出部数は１部です。

３ 許可の決定

許可の決定は、補正を必要としない状態になった申請書を受理した日から３０日程度

で通知されます。

なお、作業許可には、次のとおり許可の期間が付されます。

(１) 立竹の伐採、立木の損傷、家畜の放牧、下草・落葉・落枝の採取、土石又は樹根

の採掘、開墾その他の土地の形質を変更する行為で（２）以外の行為

① 行為の場所に「植栽の期間」が定められている場合

ア．原則として当該期間内に植栽することが困難にならないと認められる期間

② 行為の場所に「植栽の期間」が定められていない場合

ア．下草、落葉又は自家用薪炭の原料に用いる枝若しくは落枝の採取、一時的な

農業利用及び家畜の放牧にあっては、行為に着手する時から５年以内の期間

イ．これ以外の行為は、行為に着手する時から２年以内の期間

(２) 「表３ 土地の形質の変更行為許可基準」（２２ページ）に区分される行為

① 表３ 区分１、２に該当する行為（林道や作業路など）

ア．当該行為に着手する時から５年以内の期間

② 表３ 区分３、４に該当する行為（保全施設、水路、電柱、その他行為）

ア．一時的な変更行為は２年以内
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イ．一時的な行為以外は、当該施設の使用及び当該行為が終わるまでの期間

当該施設の使用及び当該行為が終わるまでの期間とは、工事完了後の施設

の維持期間を含めますので、期間の解釈は以下のとおりとなります。

※ 許可の期間 ＝ 当該施設の使用及び当該行為が終わるまでの期間

＝ 工事期間（施設を設置するための工事期間）

＋ 維持期間（施設が維持されている期間）

４ 許可中の留意点

（１） 行為によって土砂の流出等が発生しないよう防止措置を的確に行ってください。

（２） 行為を着手したときは、保安林（保安施設地区）内○○○○許可着手届（様式７）

を提出してください。

（３） 許可期間中は、現地の見やすい場所に標識を設置し、行為が適法に行われている

ことを明らかにしてください。

ア 許可（工事）期間２年以内 １号標識 （様式 ９）

イ 許可（工事）期間２年を超え５年以内 ２号標識 （様式１０）

ウ 許可（工事）期間が５年を超える場合 ３号標識 （様式１１）

（４） 許可の内容に変更の必要が生じる場合には、許可した内容以外の行為は行わず、

すみやかに農林事務所に連絡をとり指示を受けてください。

また、保安林（保安施設地区）内○○○○変更許可申請書（様式１２）が必要な

場合は、許可後に行為を行ってください。

（５）行為後の復旧方法が植栽による場合や、許可の条件で植栽を行うよう付されてい

る場合には、確実に植栽を行ってください。

５ 行為が完了したら

行為を完了したときは、保安林（保安施設地区）内○○○○許可完了届（様式８）を

提出してください。

なお、完了状況確認のため立会いをお願いする場合があります。

６ 解除予定保安林に関する事項

解除の予定告示後４０日を経過し、かつ、異議意見書の提出が無かった解除予定保安

林の作業許可に関しては、１から５の内容に加え、以下の点に留意してください。

（１）許可の分割

原則として、以下のア～ウに掲げる行為毎に、かつ当該順序に従って分割して許

可をします。ただし、エ、オの各号に該当する場合には一括して許可ができます。

ア 代替施設の設置等のため必要な解除予定保安林の起工測量に関する行為

区域の測量、縦横断測量、測量 のための測量杭の設置、ベンチマーク及び引
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照点の設置、丁張り等のための土地の形質の変更等の行為

イ 工事に先行して行う代替施設に関する行為

事業計画書に基づき実施する工事に先行して行う代替施設（貯砂えん堤、沈砂

池、調整池、流未排水施設等）を設置する場合の土地の形質の変更等の行為

ウ 工事と併せて設置する代替施設に関する行為

事業計画書に基づき実施する工事と併せて設置する代替施設（切盛法面の保護、

土留施設、排水路等）に関する土地の形質の変更等の行為

エ 小規模保安林

解除予定保安林の区域が小規模であり、かつ、工種、工法、実施期間等からみ

て、特に区分して許可する必要がないと認められるとき。

オ その他

工事内容、行為者の信用状況、工事実施計画書の工事内容区分、工程等が明確

であり、特に区分して許可する必要がないと認められるとき。

（２）許可の期間

許可の期間については、許可行為に着手する時から完了するまでの期間とし、そ

の他の内容は、当該計画書に基づいて定めます。

なお、作業許可を受けている間に保安林の解除が確定した場合、当該許可は消失

します。
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○ 届出行為と手続き

１ 自家の生活又は学術研究のため下草、落葉又は落枝を採取する場合

自家の生活又は学術研究のため下草、落葉又は落枝を採取する場合は、行為の場所を

所管する農林事務所に「保安林（保安施設地区）内下草、落葉又は落枝の採取届出書」

（様式２）を行為の２週間前までに提出する必要があります。

２ 火災や風水害などの非常災害により作業許可行為を緊急に行った場合

火災や台風などで緊急に立木を伐採した場合は、行為の場所を所管する農林事務所に

「保安林（保安施設地区）内緊急○○○○届出書」（様式３）を行為後３０日以内に提

出する必要があります。

なお、この場合は、改めて許可の申請（様式１）をする必要はありません。
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○ 行為の場所を所管する農林事務所

伐採を行う場所を所管する農林事務所一覧

市町村 所管農林事務所 住所・電話番号

福島市、二本松市、伊達市、 県北農林事務所 960-8073 福島市南中央3-16-26（土地連合会館３階）

本宮市、伊達郡、安達郡 （森林林業部） TEL 024-535-0483 FAX 024-536-9590

郡山市、須賀川市、田村市、 県中農林事務所 963-8540 郡山市麓山一丁目1-1

岩瀬郡、石川郡、田村郡 （森林林業部） TEL 024-935-1373 FAX 024-935-1389

白河市、東白川郡、 県南農林事務所 963-6123 棚倉町大字関口字上志宝50-1

西白河郡 （森林林業部） TEL 0247-33-2121 FAX 0247-33-6949

会津若松市、喜多方市、 会津農林事務所 966-0901 喜多方市松山町鳥見山字下天神6-3

耶麻郡、河沼郡、大沼郡 （森林林業部） TEL 0241-24-5737 FAX 0241-24-5748

南会津郡 南会津農林事務所 967-0004 南会津町田島字根小屋甲4277-1

（森林林業部） TEL 0241-62-5381 FAX 0241-62-5387

相馬市、南相馬市、双葉郡、 相双農林事務所 975-0031 南相馬市原町区錦町一丁目30

相馬郡 （森林林業部） TEL 0244-26-1179 FAX 0244-26-1216

いわき市 いわき農林事務所 970-8026 いわき市平字梅本15

（森林林業部） TEL 0246-24-6198 FAX 0246-24-6179
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○ 許可行為の計画から完了まで

＜ 申 請 者 ＞

作業許可申請書作成

内容の検討
① 申請者の資格はあるか
② 届出か、緊急届出か
③ 許可基準に適合するか、解除に該当するか
④ 伐採を伴う場合、伐採を許可等出来るか

相 談

該 当

※行為に伴い立木を伐採
する必要がある場合は、
伐採許可申請等の手続き 申請書類の内容確認

申 請

申請書の補正

申請書の受理

補正指示

補正提出

審 査

現地調査現地調査の立会

許可の決定
（変更許可決定）

許可指令書の受け取り

行為の着手
（着手届の提出）

※許可済み標識の設置

※森林保全巡視員への報告

着手届の受理

※現地の巡視、照査

着手届提出

許可の指令

（変更許可の指令）

変更の発生

行為の完了
（完了届の提出）

完了届の受理

（植栽を必要とする場合の植栽を含む）

完了確認完了確認の立会

※確認の結果が完了基準の許容範囲を超え
て申請内容と一致しない場合は「監督処分に
係る事務処理要領」により処理する。

＜ 農 林 事 務 所 ＞

作業許可行為の計画

完了届提出
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○ 記 載 例

様式１ 保安林（保安施設地区）内○○○○許可申請書 ・・・・ ９ページ

様式２ 保安林（保安施設地区）内下草、落葉又は落枝の採取届出書 １０ページ

様式３ 保安林（保安施設地区）内緊急○○○○届出書 ・・・・ １１ページ
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　様 式 １（規則第61条 申請書様式）
[ 記載例 ]

福　島　県　知　事　　様

 （ ○○ 農林事務所長）

住　所
　申請者

氏　名

○○○
市
　
郡

○○○
町
　
村

大字 ○○○ 字 ○○○ １－１

始　　期

終　　期

注意事項
　１　申請書は、行為を行うべき箇所ごとに作成すること。
　２　氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。
　３　保安林（保安施設地区）内○○○○許可申請書の○○に該当する事項を記入する。
　４　申請者氏名下部の文書中において、申請する目的事項を選び○で囲む。
　５　行為の方法欄には、次の事項を記載すること。
   (1)　立竹の伐採にあっては、伐採面積、伐採する立竹の年齢及び束数並びに伐採跡地の取扱い
　 (2)　立木の損傷にあっては、損傷の目的、損傷する立木の樹種、年齢、本数、及び面積並びに
　　　損傷後の扱い
　 (3)　家畜の放牧にあっては、放牧面積、家畜の種類及び頭数並びに管理方法
　 (4)　下草、落葉又は落枝の採取にあっては、採取物の種類及び数量並びに採取方法
　 (5)　土石又は樹根の採掘にあっては、採掘の目的、種類（土石の発掘の場合に限る。）面積、方
　　　法及び数量、発掘設備、土地形質の変更状況並びに発掘後の取扱い
　 (6)　開墾にあっては、開墾の目的、面積及び方法、土地の形質の変更状況並びに開墾地に係る使
　　　用目的達成後の取扱い
　 (7)　土石及び樹根の発掘並びに開墾以外の土地の形質を変更する行為にあっては、変更の目的行
　　　為の種類、内容及び面積、土地の形質の変更状況、施行設備並びに行為に係る使用目的達成後
　　　の取扱い
　６　面積を記載する場合は、実測又は見込みより、haを単位とし、小数第４位まで記入すること。
　７　申請期間に工事完了後の施設の維持期間を含む場合は、備考欄に工事に関する始期・終期を記
　　 載すること。
　８　要領に定められた図面等を添付すること。

備　　　　　　　　考 （工事期間）　平成25年4月1日から平成27年3月31日まで

行　 為 　の 　方 　法
（目的）林道の設置 （面積）１．２３４５ヘクタール

（達成後の取扱い）施工後は町が管理を行う

期　　間
平成25年4月1日

平成30年3月31日

次の森林（土地）において次のように立竹を伐採（立木を損傷、家畜を放牧、下草、落葉又は落枝

を採取、土石又は樹根を採掘、開墾、土地の形質を変更）したいので許可されたく、森林法第34条第

２項(第44条において準用する同法第34条第2項)の規定によりその許可を申請します。

森林（土地）の所在場所

保安林（保安施設地区）の
指定の目的 水源の涵養

かん

代表取締役　○○ ○○　　　印

保安林（保安施設地区）内 土地の形質変更 許可申請書

平成 2５ 年 ３ 月 1 日

○○郡○○町大字○○字○○１－１

株式会社○○林業
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　様 式 ２（規則第63条第２項 届出書様式）
[ 記載例 ]

　福　島　県　知　事　　様

 （ ○○ 農林事務所長）

住　所
　届出人

氏　名

○○○
市
　
郡

○○○
町
　
村

大字 ○○○ 字 ○○○ １－１

始　　期

終　　期

注意事項
　１　届出書は、行為を行うべき箇所ごとに作成すること。
　２　氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。
　３　行為の目的覧には、採取物の使用目的について記載すること。
　４　行為の方法覧には、採取物の種類及び数量並びに採取方法を記載すること。
　５　添付する図面の様式は、規則第48条の申請書の様式のイの申請書に添付する図面の様式に準ず
　　ること。

備　　　　　　　　考

次の森林（土地）において次のように下草、落葉又は落枝を採取したいので、森林法施行規則第63

条第２項の規定により届け出ます。

森林（土地）の所在場所

保安林（保安施設地区）の
指定の目的

土砂の流出の防備

行　 為 　の 　目　 的 ○○草の採取

行　 為 　の 　方 　法 手取り採取

期　　間
平成25年4月1日

平成25年4月30日

保安林（保安施設地区）内下草、落葉又は落枝の採取届出書

平成　　年　　月　　日

○○市○○○町１－１

国立大学法人○○大学　○○○○
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　様 式 ３（規則第66条第１項 届出書様式）

（注：行為の終わった日から30日以内に提出）

　福　島　県　知　事　　様

 （ ○○ 農林事務所長）

住　所
　届出人

氏　名

○○○
市
　
郡

○○○
町
　
村

大字 ○○○ 字 ○○○ １－１

注意事項
　１　届出書は、行為を行うべき箇所ごとに作成すること。
　２　氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。
　３　保安林（保安施設地区）内緊急○○○○届出書の○○に該当する事項を記入する。
　４　届出人氏名下部の文書中において、届け出る目的事項を選び○で囲む。
　５　理由欄には、非常災害の発生年月日、緊急に行為を必要とした理由その他必要事項を記載。
　６　行為の方法欄には、次の事項を記載すること。
　 (1)　立木の伐採にあっては、伐採の方法、伐採した立木の樹種、樹齢及び面積又は立木材積を
　　　記載すること。
   (2)　立竹の伐採にあっては、伐採面積、伐採する立竹の年齢及び束数並びに伐採跡地の取扱い
　 (3)　立木の損傷にあっては、損傷の目的、損傷する立木の樹種、年齢、本数、及び面積並びに
　　　損傷後の扱い
　 (4)　家畜の放牧にあっては、放牧面積、家畜の種類及び頭数並びに管理方法
　 (5)　下草、落葉又は落枝の採取にあっては、採取物の種類及び数量並びに採取方法
　 (6)　土石又は樹根の採掘にあっては、採掘の目的、種類（土石の発掘の場合に限る。）面積、方
　　　法及び数量、発掘設備、土地形質の変更状況並びに発掘後の取扱い
　 (7)　開墾にあっては、開墾の目的、面積及び方法、土地の形質の変更状況並びに開墾地に係る使
　　　用目的達成後の取扱い
　 (8)　土石及び樹根の発掘並びに開墾以外の土地の形質を変更する行為にあっては、変更の目的行
　　　為の種類、内容及び面積、土地の形質の変更状況、施行設備並びに行為に係る使用目的達成後
　　　の取扱い
　７　面積を記載する場合は、実測又は見込みより、haを単位とし、小数第４位まで記入すること。
　８　位置、内容が分かる図面を 小の範囲で添付すること。

備　　　　　　　　　考

理　　　　　　　　　由
　平成２５年６月３０日に発生した○○豪雨により地すべりが発生
し、緊急に冠頭部の排土工を実施する必要が生じたため。

行　 為　 の　 日 　時 平成２５年７月１日　１時

行 　為　 の　 方　 法
（変更の目的）地すべり冠頭部の排土工　（面積）0.1234ヘクタール

（行為後の扱い）地すべり防止事業により復旧する

次の森林（土地）において次のように立木を伐採（立竹を伐採、立木を損傷、家畜を放牧、下草、

落葉又は落枝を採取、土石又は樹根を採掘、開墾、土地の形質を変更）したので、森林法第34条第９

項(第44条において準用する同法第34条第９項)の規定により届け出ます。

森林（土地）の所在場所

保安林（保安施設地区）の
指定の目的

土砂の崩壊の防備

保安林（保安施設地区）内緊急 土地の形質変更 届出書

平成 2５ 年 ７ 月 ３０ 日

○○市○○○町１－１

○○建設事務所　所長　○○○○　印
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○ 福島県保安林内作業許可事務取扱要領（様式抜粋）

[ 終改正] 平成２５年４月１日付け２４森第２９９９号

第１（趣旨）

森林法（昭和２６年法律第２４９号、以下「法」という。)第３４条第２項に定める保安

林内における立竹の伐採、立木の損傷、家畜の放牧、下草・落葉・落枝の採取、土石又は樹

根の採掘、開墾その他の土地の形質を変更する行為の許可（以下「作業許可」という。)の

取扱いに関しては、同施行規則（昭和２６年農林省令第５４号、以下「規則」という。)、

森林法に基づく保安林及び保安施設地区関係事務に係る処理基準（平成１２年４月２７日付

け１２林野治第７９０号農林水産事務次官通知）、保安林及び保安施設地区の指定、解除等

の取扱について（昭和４５年６月２日付け４５林野治第９２１号林野庁長官通知）に定める

ほかこの事務取扱要領に定めるものとする。

第２（申請）

保安林内の行為の区分については、「表１ 事務処理の区分」、「表２ 行為の区分」、「表３

土地の形質の変更行為許可基準」を参照するものとする。

２ 作業許可を受けようとするもの（以下「申請者」という。）は保安林（保安施設地区）内

○○○○許可申請書（様式１）に、「表４ 作業許可申請に係る添付書類一覧」に掲げる関

係書類を添付し、福島県農林事務所長（以下「所長」という。）に提出しなければならない。

第３（期間の定めのある土地の形質の変更行為の期間の更新）

作業許可のうち、期間の定めのある土地の形質の変更行為において、期間の延長のみを行

う場合は、期間の満了前に新たに申請を行うものとする。ただし、第２の２に示す申請書に

添付する図面等については、必要 小限のものとし、新たな許可後の着手届の提出は要しな

い。

第４（作業許可を要しない場合の届出）

自家の生活の用に充てるため及び学術研究の目的に供するため、あらかじめ届け出た（様

式２）内容に従って下草等を採取する場合は、許可を要しない。

また、火災、風水害、その他の非常災害に際し緊急の用に供する場合に作業許可を要する

行為を行ったものは、行為後３０日以内に保安林（保安林施設地区）内緊急○○○○届出書

（様式３）を所長に提出しなければならない。

第５(申請書及び届出書の提出部数）

第２の２に定める申請書及び届出書の部数は１部とする。

第６(申請者及び届出者）

作業許可の申請及び届出を行うことのできる者は、次の各号のいずれかに該当する者とす

る。

（１）森林所有者

（２）作業許可の申請に係る行為の当事者

（３）行為地の所在する市町村長（既設の治山事業の作業道を市町村で管理する場合等）
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第７（申請書の受理と補正）

所長は、作業許可申請書及び添付書類（以下「申請書等」という｡）の内容が次の各号の

いずれかに該当する場合は、受理しないものとし、補正が可能なものについては、申請者に

補正を行わせるものとする。

（１）申請の権原のないものからの申請

（２）申請書の記載事項に記載もれがあるもの

（３）第２の２に定める書類が完備していないもの

（４）行為が伐採許可又は届出を必要とするものにあっては、伐採許可及び伐採届出の提出

がされていないもの

第８（作業許可の適否の判定）

所長は、申請内容を審査し、申請に係る行為が次のいずれかに該当する場合には許可しな

いものとする。ただし、法第３０条又は第３０条の２の告示の日から４０日を経過し、かつ、

法第３２条第１項の意見書の提出がない解除予定保安林（以下「解除予定保安林」という）

において、当該解除に係る事業等及び代替施設の設置に関する計画書の内容に従い行う場合

及び「表３」に掲げる場合は、この限りでない。

（１）申請に係る行為により当該保安林の保安機能の維持又は、指定目的の達成に支障を及

ぼすおそれのある場合

（２）立木を伐採する必要がある場合で、当該立木の伐採につき法第３４条第１項の許可を

要するときに当該許可がなされていないとき

（３）立木の損傷については、当該損傷により立木の生育を阻害し、そのため保安林の指定

目的の達成に支障を及ぼすおそれがある場合

（４）下草・落葉又は落枝の採取については、当該採取により土壌の生成が阻害され、又は

土壌の理学性が悪化若しくは土砂が流亡する等により当該保安林の保安機能の維持に支

障を及ぼすおそれがある場合

（５）家畜の放牧については、当該放牧により立木の生育に支障を及ぼし又は土砂が流出し

若しくは崩壊し、そのため当該保安林の保安機能の維持に支障を及ぼすおそれがある場

合

（６）土石又は樹根の採掘については、当該採掘（鉱物の採掘に伴うものを含む｡)により立

木の生育を阻害するか又は土砂が流出し、若しくは崩壊しそのため当該保安林の保安機

能の維持に支障を及ぼすおそれがある場合

（７）開墾その他の土地の形質を変更する行為については、農地又は宅地の造成、道路の開

設又は拡幅、建築物その他の工作物又は施設の新設又は増築する場合、一般廃棄物又は

産業廃棄物のたい積をする場合及び土砂捨てその他物件の堆積により当該保安林の保安

機能の維持に支障を及ぼすおそれがある場合

（８）当該行為について他の法令に基づく行政庁の許認可を必要とする場合で当該許認可が

受けられないと見込まれるとき

第９（許可の決定）

所長は、前項の適否判定の結果、適当と判断できる場合は保安林内作業許可等申請適否判

定調書（様式４）を作成し、速やかに現地調査を行うものとする。

調査の結果、許可に適合する場合は、申請者に許可指令（様式５）を交付するとともに、

森林保全巡視員に許可指令の写しにより許可内容を通知するものとする。

また、不許可の場合は、申請者に理由を付して書面で通知（様式６）するものとする。

なお、現地調査は、積雪・災害等により回答期限までの調査が困難な場合は、事後に実施

することができる。
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第１０（許可の期間と許可の条件）

次の各号のとおりとする。

（１）許可の期間

行為の許可期間については、次のとおりとし、許可条件とする。

ア 立竹の伐採、立木の損傷、家畜の放牧、下草・落葉・落枝の採取、土石又は樹根の採

掘、開墾その他の土地の形質を変更する行為でイ以外の行為

① 当該保安林について指定施業要件として植栽の期間が定められている場合は、原則

として当該期間内に植栽することが困難にならないと認められる範囲内の期間とす

る。

② 当該保安林について指定施業要件として植栽の期間が定められていない場合は、下

草、落葉又は自家用薪炭の原料に用いる枝若しくは落枝の採取、一時的な農業利用及

び家畜の放牧にあっては、それらの行為に着手する時から５年以内の期間、それら以

外にあっては、行為に着手する時から２年以内の期間とする。

イ 土地の形質を変更する行為の「表３」に掲げる行為

表３の区分１と２にあっては、当該行為に着手する時から５年以内の期間又は当該施

設の使用が終わるまでの期間のいずれか短い期間とし、区分の３及び４にあっては、一

時的な変更行為は２年以内、それ以外は、当該施設の使用及び当該行為が終わるまでの

期間とする。なお、この場合の期間は、工事完了後の施設の維持期間を含めるものとし、

期間に関しては以下のとおりとする｡

許可期間＝当該施設の使用及び当該行為が終わるまでの期間

＝工事期間（＝施設を設置するための工事期間）

＋維持期間（＝施設が維持されている期間）

（２）植 栽

行為終了後、施設等の廃止又は撤去後、植栽によらなければ的確な更新が困難と認めら

れる場合（指定施業要件として植栽が定められている場合を除く｡）には、植栽の方法、

期間及び樹種について条件を付する。

（３）災害防止施設

行為に起因する、保全対象への被害発生防止措置を講ずる必要性がある場合には、当該

被害の発生防止のための施設の設置その他必要な措置について条件を付する。

第１１（行為に関する届出）

所長は、申請者に対し着手届（様式７）および完了届（様式８）その他必要な書類の提出

を求め、許可行為の進歩を把握するものとする。着手届については、行為の着手後すみやか

に提出を求め、完了届は、行為が完了したときに提出を求める。また、許可期間内に工事が

完了する場合は、申請者と連絡を密にして工事の完了状況の確認を行うものとする。

第１２（標識の設置）

所長は、申請者に対し行為を行う場所の見やすい箇所に許可期間中（許可期間と工事期間

が異なる場合は、工事期間中とする）下記標識の設置を求め、行為内容を明らかにするもの

とする。標識の種類は許可の期間により以下のとおりとする。ただし、２・３号標識につい

ては標識の完成までの３か月以内に限り１号標識で代用できるものとする。また、許可（工

事）の完了後には撤去させる。

（１）許可（工事）期間が２年以内 １号標識 （様式９）
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（２）許可（工事）期間が２年を超え５年以内 ２号標識（様式１０）

（３）許可（工事）期間が５年を超える場合 ３号標識（様式１１）

第１３（許可の変更）

許可の内容に変更の必要が生じた場合には、許可を受けた者は所長に変更許可申請書（様

式１２）を提出することとし、所長は、前記第２から第８に準じて内容を検討し、変更が適

当と認められる場合は変更許可を行い（様式１３）、写しにより森林保全巡視員に変更内容

を通知するものとする。

第１４（巡視・照査）

所長は、毎年度４月末と９月末時点での作業許可の状況確認を行うものとする。特に標識、

現地の状況、管理状況等の調査を行い、許可を受けた者及び管理者を指導するものとする。

第１５（行為完了の確認）

所長は、許可期間の完了予定日を管理して完了届（様式８）の提出を求め、現地調査を行

い完了の確認を行うものとする。確認は、保安林内作業許可行為完了確認調書（様式１４）

を作成して行うものとする。

また、期間の定めのある作業許可に関して期間途中に形質変更行為が完了する場合は、そ

の完了後すみやかに確認を行うものとする。

（１）確認にあたっては、許可の規模に応じあらかじめ仕様書、工事完成図、写真等を提出

させて行うものとする。

（２）確認は、行為が申請どおり行われたか、また設置された代替施設が計画どおりの位置、

規模、数量、品質であることを確認する。

（３）行為が広範囲に及ぶ場合、数量が多い場合は、抽出確認とすることができる。

（４）確認時点で明視不能な部分は、写真等で判定することができる。

（５）確認内容から許容される範囲差異について調査するものとし、その許容範囲は面積で

－５～０％、代替施設等で０～１０％とする。

なお、現地調査は、行為の内容が軽微であり、完了届に添付された写真等により確実に確

認できる場合は省略できると共に、積雪・災害等により回答期限までの調査が困難な場合は、

事後に実施することができる。また、確認の結果が（５）の許容範囲を超えて申請内容及び

許可内容と一致しない場合は、「監督処分に係る事務処理要領」（昭和４９年３月２５日制

定４９森土第４１号）により処理するものとする。

第１６（台帳・事務報告）

所長は、作業許可を行った場合は、速やかに作業許可整理簿（様式１５～１７）及び保安

林台帳に所要の事項を記入し、表３の区分４の（１）に関しては、その区域、許可の内容、

面積を保安林土地登記簿照合調査表及び保安林管理図に記入するものとする。また、作業許

可事務の実施状況を、作業許可整理簿（様式１５，１６）の写しにより翌年の４月２０日ま

でに部長へ報告するものとする。

第１７（解除予定保安林に関する事項）

解除の予定告示後４０日を経過して、かつ、異議意見書の提出が無かったことにより受理

可能な解除予定保安林の作業許可については、第２から第１６を準用するが特に定めること

を以下に示す。
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２（申請書の添付書類）

申請書に添付する書類は、代替施設設置に伴う工事実施計画書（以下「工事実施計画書」

という。）、作業許可別紙調書（様式１８）等「表４」に定める書類とする。

３（許可の分割）

「解除予定保安林」については原則として、以下の（１）～（３）に掲げる行為毎に、か

つ当該順序に従って分割して許可するものとする。ただし、（４）、（５）の各号に該当する

場合には、一括して許可することができる。

（１）代替施設の設置等のため必要な解除予定保安林の区域の測量、縦横断測量、測量のた

めの測量杭の設置、ベンチマーク及び引照点の設置、丁張り等のための土地の形質の変

更等の行為（以下「起工測量に関する行為」という。）

（２）事業計画書に基づき実施する工事に先行して代替施設（貯砂えん堤、沈砂池、調整池、

流末排水施設等）を設置する場合の土地の形質の変更等（以下「先行代替施設」という。）

（３）事業計画書に基づき実施する工事と併せて設置する代替施設（切盛法面の保護、土留

施設、排水路等）に関する土地の形質の変更等（以下「併行代替施設」という。）

＜以下、一括許可を認める要件＞

（４）解除予定保安林の区域が小規模であり、かつ、工種、工法、実施期間等からみて、特

に区分して許可する必要がないと認められるとき。

（５）工事内容、行為者の信用状況、工事実施計画書の工事内容区分、工程等が明確であり、

特に区分して許可する必要がないと認められないとき。

４（許可の条件）

許可の期間については、許可行為に着手する時から完了するまでの期間とし、その他の内

容は、当該計画書に基づいて定めるものとする。

５（許可の変更）

許可の内容に変更が生じる場合には、申請者は速やかに変更申請書（様式１２）を所長に

提出するものとする。所長は、工事をただちに中止させ、内容を確認のうえ農林水産部長（以

下「部長」という｡）に関係書類を添えて協議（様式１９）するものとする。ただし、工事

の中止に伴って災害の恐れがあるときは、保全上支障が生じないよう応急的な防災措置を行

うよう指導するものとする。

部長は、協議箇所が農林水産大臣権限に係る場合は、農林水産大臣と協議を行いその内容

を所長に通知（様式２０）する。

所長は、前項の通知を受け第１３に準じて処分する。

６（完了）

解除予定保安林の工事のうち確認解除箇所の完了については、第１５に準じて所長が完了

を確認し、部長に内容を報告するものとする。また、確認解除箇所以外については、解除の

確定告示をもって完結とし、完了の確認を要しない。

第１８（国有保安林内の作業許可）

森林法施行規則第６３条第１項第５号の国有林内作業許可に関する協議については、この

要領に準じて取扱うものとする。



- 17 -

表１　事務処理の区分

　　※ 以下における「作業許可行為」とは、「表２ 行為区分」に示すとおり

 １．手続きを要しない行為

 　法令又はこれに基づく処分によりこれらの行為をする義務
 のある者がその履行として、作業許可行為をする場合

 　森林所有者等が、森林法第49条第１項の許可を受けて、作
 業許可行為をする場合

 　農林水産大臣、都道府県知事、市町村長が、森林法の施行
 のため、森林法第188条第3項の規定に基づいて、作業許可行
 為をする場合

 　造林又は保育のために地ごしらえ、下刈り、つる切りをす
 る場合

 　倒木又は枯死木を損傷する場合

 　こうぞ、みつまた、その他農林水産大臣が定めるかん木を
 損傷する場合

 　国又は都道府県知事が、保安施設事業、砂防法第１条の砂
 防工事、地すべり等防止法による地すべり防止工事、ぼた山
 崩壊防止工事を実施するため、作業許可行為をする場合
 [＊注]

 　法令又はこれに基づく処分により測量、実施調査又は施設
 の保守をする場合

[＊注] 基本通知(45林野治第921号)第4の1項

 ２．「緊急届出」を要する行為

 　火災、風水害その他の非常災害に際し緊急の用に供する必
 要があり、作業許可行為をする場合

 ３．「下草、落葉または落枝の採取届出」を要する行為

 　自家の生活の用に充てるため、あらかじめ知事に届け出た
 ところに従って下草、落葉または落枝を採取する場合

 　学術研究の目的に供するため、あらかじめ知事に届け出た
 ところに従って下草、落葉または落枝を採取する場合

 ４．「協議」を要する行為

 　国有林を管理する国の機関が、あらかじめ知事と協議した
 ところに従い当該国有林の区域内において、作業許可行為を
 する場合

第34条第2項第6号 第63条第1項第5号

第34条第2項第6号

第63条第1項第3号

第63条第1項第4号

行　為　の　内　容
根　　拠

森 林 法 森林法施行規則

第34条第2項第4号

行　為　の　内　容
根　　拠

森 林 法 森林法施行規則

第34条第2項第6号

第63条第1項第1号

第63条第1項第2号

　保安施設事業、砂防工事、地すべり防止工事、ぼた山崩壊防止工事の範囲には、当該事業又は工事の
実施上必要な材料の現地における採取又は集積、材料の運搬等のための道路の開設又は改良その他の付
帯工事を含む。

行　為　の　内　容
根　　拠

森 林 法 森林法施行規則

第34条第2項第2号

第34条第2項第3号

第34条第2項第5号

第62条第1号

第62条第2号

第62条第3号

行　為　の　内　容
根　　拠

森 林 法 森林法施行規則

第34条第2項第1号
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 ５．「作業許可」を要する行為

 　上記１～４に該当しない作業許可行為をする場合

 ６．その他（許可があったとみなす行為）

 　特定認定森林所有者が、保健保安林の区域内において、特

 定認定に係る森林保健機能増進計画に従って森林保健施設を

 整備する場合

[＊注]

行　為　の　内　容
根　　拠

森 林 法 森林法施行規則

(1) 事後、様式8完了届が必要
(2) 「内閣府・農林水産省・国土交通省関係東日本大震災復興特別区域法施行規則第1条及び第2条の
　　農林水産大臣、国土交通省及び環境大臣が定める書類」に規定する書類の作成が必要

第34条第2項

行　為　の　内　容 根　拠　法　令

森林の保健機能の増進に関する特
別措置法第8条第2項

 　東日本大震災復興特別区域法に規定する復興整備計画にお
 いて、復興整備事業に係る許認可等の特例を公表した場合

東日本大震災復興特別区域法第49
条第4項第7号
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表２　行為の区分

 １．立竹の伐採

許可の対象となる行為

 　立竹を刈り取ることにより当該保 ササの刈払
 安林より当該保安林を維持できない
 おそれのある行為

 ２．立木の損傷

許可の対象となる行為

 　立木を損ない傷つけることにより 樹幹の外樹皮の剥離 内樹皮まで剥離する行為は、立木
 立木の生育を阻害するおそれのある （桧皮･桜皮のはく皮､ の損傷に該当
 行為 虫害防除のための荒皮

むき等）

生長錘等による樹幹の
せん孔、ステイプル・
針・釘等の打付け、極
印の打刻、晶等調査の
ための打突等

枯枝又は菓量を大幅に 歩道のかぶり取りのためのもので
減少させず樹幹を損傷 あっても，葉量を大幅に減少させ
しない生枝の切除（歩 又は樹幹を損傷する行為は立木の
道のかぶり取りのため 損傷に該当
の枝の切除、測量の見
通し確保のための枝の
切除等）

病害虫の治癒又は樹勢
の回復のために行う腐
朽部分の切除等

立木からのキノコの採 キノコと同時に立木の一部を削ぎ
取及び立竹の損傷 取る行為は立木の損傷に該当

 ３．下草、落葉または落枝の採取

許可の対象となる行為

 　下草、落葉又は落枝を選んで拾い 表土を露出させない範 長期間下草等を除去したまま放置
 取ることにより土壌の生成が阻害さ 園の下草、落葉又は落 され、露出した森林土壌が降雨等
 れ、又は土壌の理学性が悪化若しく 枝の収集（数株程度の によって崩壊・流出するおそれが
 は土壌が流亡するおそれのある行為 下草・数枚程度の落葉 ある場合は、下草、落葉又は落枝

・数本程度の落枝の収 の採取に該当
集）、下草の刈払、下
草、落葉又は落枝を一
時的に除去した後に直
ちに復元する行為

キノコ及びタケノコの キノコ及びタケノコの採取であっ
採取 ても、採取後に穴が開いたまま放

置される場合は、土地の形質の変
更に該当

許可不要の行為 備　　　　　考

[＊注] 当該伐採により立木の生育を阻害し、そのため保安林の保安機能の維持に支障を及ぼすおそ
れがある場合、許可しないものとする。

許可不要の行為 備　　　　　考

[＊注] 当該損傷により立木の生育を阻害し、そのため保安林の指定目的の達成に支障を及ぼすおそ
れがある場合、許可しないものとする。

許可不要の行為 備　　　　　考

[＊注] 当該採取により土壌の生成が阻害され、又は土壌の理学性が悪化若しくは土壌が流亡する等
により当該保安林の保安機能の維持に支障を及ぼす場合、許可しないものとする。
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 ４．家畜の放牧

許可の対象となる行為

 　牛、馬、羊などを放し飼いにする 家畜の通行及び家畜の 家畜の一時的な繋留とは、保安林
 ことにより立木の生育に支障を及ぼ 一時的な繋留 を通行する家畜を休息等のために
 し又は土砂が流出し若しくは崩壊す 一時的に繋ぎ止める行為を指し、
 るおそれのある行為 長期間繋ぎ止めることによって表

土が踏み固められるような場合
は、家畜の放牧に該当

 ５．土石又は樹根の採掘

許可の対象となる行為

 　土や岩石を掘って、その中の土石 立木の根系を露出又は
 又は樹根を取ることにより立木の生 損傷せず、下草、落葉
 育を阻害するか又は土砂が流出し、 又は落枝によって拾集
 若しくは崩壊するおそれのある行為 後の地表が被覆される

程度の、土石の拾集
（数個程度の石の拾集
等）

 ６．開墾その他の土地の形質を変更する行為

許可の対象となる行為

 　土地の形状又は性質を復元できな 立木の更新又は生育の 「立木の更新又は生育の支障とな
 い状態にするおそれのある行為。例 支障とならず、かつ掘 らず」とは、例えば、植栽本数が
 示すれば以下のとおり。 削又は盛土をしないか 3,000本／ha（約1.8ｍ四方に１本
　・農地の造成 又は一時的にした後に の割合）とされている場合は、伐
　・砂、砂利又は転石の採取 直ちに復元する行為 採跡地に1.5ｍ四方の移動式の物
　・鉱物の採掘 （例示すれば、杭・測 置を置いたままにする行為、又は
　・宅地の造成 量杭の挿入、基礎・境 4ｍ四方の移動式の物置を一時的
　・土砂捨てその他物件のたい積 界標・炭焼窯の埋設、 に置いた後植栽義務の履行までに
　・建築物その他の工作物又は施設 挿入又は埋設した物件 撤去する場合が該当するが、4ｍ
　　の新築又の増築 の採掘、施肥、標識・ 四方の移動式の物置を放置したま
　・土壌の理学的及び化学的性質を 道標・案内板・作業小 まにすることにより、指定施業要
　　変更する行為その他の植生に影 屋・トイレ・集材路の 件に従って植栽することを妨げる
　　響を及ぼす行為

設置又は改築、人の通 場合、「土地の形質を変更する行
行及び車両の通行等） 為」に該当

 ※ 「表３」を要参考のこと
「掘削又は盛土を･･･一時的にし
た後に直ちに復元する行為」とは
、例えば、測量杭を設置するため
に、表土に短期間穴を開け、測量
杭の設置後その穴に元の土を埋め
戻す行為であり、長期間穴を明け
たまま放置され、当該穴の壁面又
は当該穴から一時的に掘り出され
た土が降雨等によって崩壊・流出
するおそれがある場合、「土地の
形質を変更する行為」に該当

「杭・測量杭の挿入等」であって
も、立木の更新又は生育の支障と
「なるか、掘削又は盛土をするか

[＊注] 当該放牧により立木の生育に支障を及ぼし又は土砂が流出し若しくは崩壊し、そのため当該
保安林の保安機能の維持に支障を及ぼす場合、許可しないものとする。

許可不要の行為 備　　　　　考

許可不要の行為 備　　　　　考

[＊注] 当該採掘（鉱物の採掘に伴うものを含む。）により立木の生育を阻害するか又は土砂が流出
し若しくは崩壊し、そのため当該保安林の保安機能の維持に支障を及ぼす場合許可しないものとす
る。
　ただし、当該採掘による土砂の流出又は崩壊を防止する措置が講じられる場合において、２年以内

許可不要の行為 備　　　　　考
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若しくは一時的にした後に放置さ
れる行為は、「土地の形質を変更
する行為」に該瞥

「設置」とは、移動式のトイレ等
を表土を掘削又は盛土せずに置く
こと等であり、改築とは、既設の
作業小屋等を解体し同一の区域内
に新しい作業小屋等を建設するこ
と等であり、同一の区域からはみ
出す部分がある場合は，「土地の
形質を変更する行為」に該当

※留意事項
 　[＊注]に該当する場合は、許可しないものとする。
　ただし、法第30条又は第30条の2の告示に日から40日を経過し、かつ、法第32条第1項の意見
書の提出がない解除予定保安林において、当該解除に係る事業等及び代替施設の設置に関する計画書
の内容に従って行う場合及び「表3」に掲げる場合はこの限りではない。（要領第8）

[＊注] 農地又は宅地の造成、道路の開設又は拡幅、建築物その他の工作物又は施設の新設又は増設
をする場合、一般廃棄物又は産業廃棄物のたい積をする場合及び土砂捨てその他物件の堆積により当
該保安林の保安機能の維持に支障を及ぼすおそれがある場合、許可しないものとする。
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表３ 土地の形質の変更行為許可基準

区　分 行為の目的・態様・規模等

１ 森林の施業管理  １）林道（車道幅員が４メートル以下のものに限る。）

 に必要な施設  ２）森林の施業・菅理の用に供する作業道、作業用索道、木材集積場

 　歩道[＊注１]、防火線、作業小屋等を設置する場合。

 ３）森林の施業・管理に資する農道等で、規格及び構造が１）の林道

 　に類するものを設置する場合。[＊注２]

２ 森林の保健機能  　保健保安林の区域内に、森林の保健機能の増進に関する特別措置法

 の増進に資する  （平成元年法律第７１号、以下「森林保健機能増進法」という。）第

 施設  ２条第２項第２号に規定する森林保健施設に該当する施設を設置する

 場合（森林保健機能増進法第５条の２第１項第１号の保健機能森林の

 区域内に当該施設を設置する場合又は当該施設を設置しようとする者

 が当該施設を設置しようとする森林を含むおおむね３０ha以上の集団

 的森林につき所有権その他の土地を使用する権利を有する場合を除く

 。）であって、次の要件を満たすもの。

 １）当該施設の設置のための土地の形質の変更（以下この表において

  「変更行為」という。)に係る森林の面積の合計が、当該変更行為を

   行おうとする者が所有権その他の土地を使用する権利を有する集団

   的森林（当該変更行為を行おうとする森林を含むものに限る。）の

   面積１０分の１未満の面積であること。

 ２）変更行為（遊歩道及びこれに類する施設に係る変更行為を除く。

   以下同じ。）を行う箇所が、次の①及び②の条件を満たす土地であ

   ること。

    ① 土砂の流出・崩壊等の災害が発生するおそれのない土地

    ② 非植生状態（立木以外の植生がない状態をいう。）で利用する

     場合にあっては傾斜度が１５度未満の土地、植生状態（立木以外

     の植生がある状態をいう。）で利用する場合にあっては傾斜度が

     ２５度未満の土地。

 ３）ｌ箇所当たりの変更行為に係る森林の面積は、立木の伐採が材積

   にして３０％以上の状態で変更行為を行う場合には０．０５ha未満

   であり、立木の伐採が材積にして３０%未満の場合には１．２ha未

   満であること。

 ４）建築物の建築を伴う変更行為を行う場合には、一建築物の建築面

   積は、２００m2未満であり、かつ、一変更行為に係る建築面積の合

   計は４００m2未満であること。

 ５）一変更行為と一変更行為との距離は、５０ｍ以上であること。
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区　分 行為の目的・態様・規模等

２ 森林の保健機能  ６）建築物その他の工作物の設置を伴う変更行為を行う場合には、当

 の増進に資する  　該建築物その他の工作物の構造が次の条件に適合するものであるこ

 施設  　と。

 　 ① 建築物その他の工作物の高さは、その周囲の森林の樹冠を構成

 　   する立木の期待平均樹高未満であること。

  　② 建築物その他の工作物は、原則として木造であること。

 　 ③ 建築物その他の工作物の設置に伴う切土又は盛土の高さは、お

 　   おむね、１．５ｍ未満であること。

 ７）遊歩道及びこれに類する施設に係る変更行為を行う場合には、幅

 　３ｍ未満であること。

 ８）土地の舗装を伴う変更行為（遊歩道及びこれに類する施設に係る

 　変更行為を含む。）を行う場合には、地表水の浸透、排水処理等に

 　配慮してなされるものであること。

３ 森林の有する機  １）森林の保安機能の維持・強化に資する施設を設置する場合。

 能を維持代替する    （例えば道路に付帯する保全施設／なだれ防止、落石防止・法面緑

 施設  　  化工等）

 ２）保安林の転用に当たり、当該保安林の機能に代替する機能を果た

 　すべき施設を転用に係る区域外に設置する場合。

 　（例えば事業区域の下流部に設置する堰堤等）

４ その他  １）上記１から３に規定する以外のものであって次に該当する場合。

 　 ① 施設等の幅が１ｍ未満の線的なものを設置する場合。

 　　 （例えば、水路、ヘい、柵等）

 　 ② 変更行為に係る区域の面積が０．０５ha未満で[＊注３]、切土

     又は盛土の高さがおおむね１．５ｍ未満の点的なものを設置する

     場合。[＊注４]

    （例えば、標識、掲示板、墓碑、電柱、気象観測用の百葉箱及び

 　   雨量計、送電用鉄塔、無線施設、水道施設、簡易な展望台等）

 　　  ただし、区域内に建築物[＊注５]を設置するときには、建築面

　   積が５０ｍ２未満であって、かつ、その高さがその周囲の森林の

 　  樹幹を構成する立木の期待平均樹高未満であるものに限ることと

　   し、保健、風致保安林内の区域に建築物以外の工作物を設置する

     ときには、その高さがその周囲の森林の樹冠を構成する立木の期

     待平均樹高未満であるものに限ることとする。
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区　分 行為の目的・態様・規模等

４ その他  ２）その他

　　 一時的な変更行為であって次の要件[＊注６]を満たす場合。ただ

　 し、一般廃棄物又は産業廃棄物を堆積する場合は除く。

　　① 変更行為の期間が原則として２年以内のものであること。

　　② 変更行為の終了後には植栽され確実に森林に復旧されるもので

　　　あること。

　  ③ 区域の面積が０．２ha未満のものであること。

　  ④ 土砂の流出または崩壊を防止する措置が講じられるものである

      こと。

　  ⑤ 切土又は盛土の高さがおおむね１.５m未満のものであること。

※ 処理基準(12林野治第790号)「別表４」、基本通知(45林野治第921号)「表３」より

 [＊注ｌ]
 　　歩道のうち以下のものについては、許可申請不要とする。
   　(１)　区分１の目的で保安林指定時に既に存在していて、新たに土地の形質変更をし
　　　 　ないもの。         
　 　(２)　森林法施行規則第６２条に定める軽易な行為である、造林又は保育のためにす
　　　　 る地ごしらえ、下刈、つる切り又は枝打ちのための歩道。

 [＊注２]
 　　森林への進入口の設置、法高の縮減等により森林施業の実施に配慮されたものに限る。
　 　なお、農道等の「等」とは、市町村道、私道を含む。

 [＊注３]
　 　変更行為に係る区域の面積は、②に例示した施設及びその施設に関係する施設の合計
 　面積を指し一時利用部分は含まない。
 　　また、０．０５ha未満の場合が２か所以上ある場合は、変更行為箇所の間が５０ｍ以
 　上離れていれば、許可することができるものとする。
　 　ただし、事務処理については一時利用部分も含めて一括して行い、一時利用部分につ
 　いては確実に復旧すること。

 [＊注４]
 　　②に例示した施設及びその施設に関係する施設で２年を超える長期にわたり土地の形
 　質の変更を行う部分の高さを指し、一時的な掘削埋め戻しは含まない。  

 [＊注５]
 　　建築物とは、建築基準法第２条に示す建築物（屋根及び柱若しくは壁を有するもの及
 　びこれに類するもの）とする。

 [＊注６]
 　　①～⑤すべての要件を満たす行為
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表４　作業許可申請に係る添付書類一覧

[ 行為の目的 ]

・立竹の伐採

・立木の損傷

・下草、落葉又は落枝の採取

・家畜の放牧

・土石又は樹根の採掘

 位　置　図

 平　面　図
　保安林の位置、事業内容が分かる図面。原則として１／５,００
０森林基本図写しを使用すること。これ以外にあっては保安林管
理図に容易に転記が可能な図面する

　そ　の　他 　上記ほか所長が必要と認めるもの

 原形復旧計画書もしくは計画図 　原形復旧を行う場合

 植栽計画等 　森林に復旧する場合

○　添　付　図　面

　国土地理院発行１／５０,０００地形図又はこれに準ずるもの

 権利者の承諾書等 　行為地に申請者以外の者が何らかの権利を有している場合

 森林管理署長の同意書 　行為地が林野庁所管の国有林の場合

 他法令関係の処分を証する書面の写し 　行為に際して他の法手続が必要な場合

添 付 書 類 条　件　等

 申請箇所の登記事項証明書
　申請者が森林所有者の場合で、身分を証するものと保安林台帳
を照合して確認できる場合を除く

 申請の権原を証する書面 　申請者が森林所有者以外の場合
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[ 行為の目的 ]

・開墾その他の土地の形質の変更（１）

(１)(３)林道、これ
に類する農道等

（車道幅員４m以下）

(２) 作業道
（車道幅員３m以下）

※注1

(２) 簡易作業路
（全幅員３m以下）
(切土高１.５m以下)

※注2

（２）作業用索道、
木材集積場等

○ ○ ○ ○

○ ○

○

○

○ ○ ○

○

○

 位　置　図　　　 ※注5 ○ ○ ○ ○

 平　面　図　　　 ※注6 ○ ○
○

(※実測不要)
○

 路線計画図（1/1,000等） ○

 縦　断　図 ○

 横　断　図 ○

 標　準　図（土工、構造物） ○ ○ ○

 構 造 物 標 準 図 ○

 丈　量　図　　　 ※注7 ○

※表中「 ○ 」必要書類

　そ　の　他 上記ほか所長が必要と認めるもの

 構造計算書

 原形復旧計画書もしくは計画図
○

（原形復旧を行う場合）

 植栽計画等
○

（森林に復旧する場合）

○　添　付　図　面

 水処理計画（計算図、水利計算書等）

 権利者の承諾書等
○

（行為地に申請者以外の者が何らかの権利を有している場合）

 森林管理署長の同意書
○

（行為地が林野庁所管の国有林の場合）

 他法令関係の処分を証する書面の写し
○

（行為に際して他の法手続が必要な場合）

 事業計画書　　　　 ※注3

 事業実施予算の根拠 ※注4

 土砂流出防止措置の内容

 切土・盛土・残土の総量

 残土処理計画及び図面

           　許 可 基 準

 標準添付書類

区　分　１

 申請箇所の登記事項証明書
○

（申請者が森林所有者の場合で、身分を証するものと保安林台帳を照合して確認できる場合を除く）

 申請の権原を証する書面
○

（申請者が森林所有者以外の場合）
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[ 行為の目的 ]

・開墾その他の土地の形質の変更（２）

○ ○

○

○

○

○

○

○

 位　置　図　　　※注5 ○ ○

 平　面　図　　　※注6 ○ ○

 事 業 計 画 図 ○

 縦　断　図 ○

 横　断　図 ○

 標　準　図（土工、構造物） ○

 構 造 物 標 準 図 ○

 丈　量　図　　　※注7 ○

上記ほか所長が必要と認めるもの

※表中「 ○ 」必要書類

　そ　の　他

 構造計算書

 原形復旧計画書もしくは計画図
○

（原形復旧を行う場合）

 植栽計画等
○

（森林に復旧する場合）

○　添　付　図　面

 水処理計画（計算図、水利計算書等）

 権利者の承諾書等
○

（行為地に申請者以外の者が何らかの権利を有している場合）

 森林管理署長の同意書
○

（行為地が林野庁所管の国有林の場合）

 他法令関係の処分を証する書面
○

（行為に際して他の法手続が必要な場合）

 事業計画書　　　　 ※注3

 事業実施予算の根拠 ※注4

 土砂流出防止措置の内容

 切土・盛土・残土の総量

 残土処理計画及び図面

 申請の権原を証する書面
○

（申請者が森林所有者以外の場合）

           　許 可 基 準

 標準添付書類

区 分 ２、 ３ 区 分 ４

 申請箇所の登記事項証明書
○

（申請者が森林所有者の場合で、身分を証するものと保安林台帳を照合して確認できる場合を除く）
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[ 行為の目的 ]

・解除予定保安林における土地の形質の変更

○
（２筆以上ある場合）

○

 位　置　図　　　※注５ ○

 平　面　図　　　※注６ ○

 事 業 計 画 図 ○

 縦　断　図 ○

 横　断　図 ○

 各　種　構　造　図 ○

 丈　量　図　　　※注７ ○

※表中「 ○ 」必要書類

　そ　の　他 上記ほか所長が必要と認めるもの

              　　　解 除 区 分

 標準添付書類

代替施設の設置等の確認を

要する保安林解除
※注８

代替施設の設置等の確認を

要しない保安林解除

 森林管理署長の同意書
○

（行為地が林野庁所管の国有林の場合）

 他法令関係の処分を証する書面
○

（行為に際して他の法手続が必要な場合）

 予定告示に係る福島県報の写し ○

 作業許可別紙調書（様式18）

 代替施設設置に伴う工事実施計画書

○　添　付　図　面
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 ※注７

　　実測、定点又は既知点を含み、将来復元が簡単かつ確実に行えるものとし、測点は永久杭等で

　保存し、調査地図中に杭の位置を明示するものとする。

 ※注８

　[ 代替施設の設置等の確認を要する保安林解除 ]

　（１）　法第26条第１項及び法第26条の２第１項に規定する「指定の理由の消滅」のうち、「当

　　　　該保安林等の機能に代替する機能を果たすべき施設等が設置されたとき又はその設置が極

　　　　めて確実と認められるとき」に該当する場合。

　　　　（※処理基準第２の１(１)ウ及び基本通知第２の１(３)に該当するもの）

　（２）　法第26条第２項及び法第26条の２第２項に規定する「公益上の理由」のうち、解除面積
　　　　が１ヘクタールを超え、かつ、以下に該当しないもの。
　　　　　　① 国又は地方公共団体が行う場合
　　　　　　② 火災、風水害その他非常災害のために必要な応急措置として行う場合
　　　　　　③ 森林法施行規則第５条に規定する「開発行為の許可を要しない事業」を行う場合

      ※処理基準(12林野治第790号)第2の2(5)より

 ※注６

　　保安林の位置、事業内容が分かる図面。原則として１／５,０００森林基本図写しを使用するこ

　と。これ以外にあっては保安林管理図に容易に転記が可能な図面する。

 ※注１
　（１）作業道（路）と呼称されるものであっても、車道幅員３ｍを超えるもの（路肩部分及び屈
　　　曲部又は待避所として必要な拡幅部分を除く。）については、「林道等」の区分により取り
　　　扱う。
　（２）治山事業資材運搬路の管理移管については、当該区分による。

 ※注２

　　「簡易作業路（道）」とは、全幅員が３ｍ以下（屈曲部等の部分的な拡幅部分を除く）あり、

　切土高が１．５ｍ以下程度などの比較的土工量が少なく、「作業道」に比して簡易な構造であっ

　て、高性能林業機械や林内作業車の通行を目的に作設される作業道（路）。

 ※注３

　　申請者と行為者が異なる場合の行為者住所、氏名、連絡先、事業名称、行為地を保安林に選定

　した理由、全体計画その他事業内容を説明する内容を記載した書類。

 ※注４

　　申請者が個人の場合は、事業見積り、資金調達を整理した書類。

 ※注５

　　国土地理院発行１／５０,０００地形図又はこれに準ずるもの。
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　様 式 １（規則第61条 申請書様式）

　福　島　県　知　事　　様

 （　　　農林事務所長）

住　所
　申請者

氏　名

市
　
郡

町
　
村

大字 字

始　　期

終　　期

注意事項
　１　申請書は、行為を行うべき箇所ごとに作成すること。
　２　氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。
　３　保安林（保安施設地区）内○○○○許可申請書の○○に該当する事項を記入する。
　４　申請者氏名下部の文書中において、申請する目的事項を選び○で囲む。
　５　行為の方法欄には、次の事項を記載すること。
   (1)　立竹の伐採にあっては、伐採面積、伐採する立竹の年齢及び束数並びに伐採跡地の取扱い
　 (2)　立木の損傷にあっては、損傷の目的、損傷する立木の樹種、年齢、本数、及び面積並びに
　　　損傷後の扱い
　 (3)　家畜の放牧にあっては、放牧面積、家畜の種類及び頭数並びに管理方法
　 (4)　下草、落葉又は落枝の採取にあっては、採取物の種類及び数量並びに採取方法
　 (5)　土石又は樹根の採掘にあっては、採掘の目的、種類（土石の発掘の場合に限る。）面積、方
　　　法及び数量、発掘設備、土地形質の変更状況並びに発掘後の取扱い
　 (6)　開墾にあっては、開墾の目的、面積及び方法、土地の形質の変更状況並びに開墾地に係る使
　　　用目的達成後の取扱い
　 (7)　土石及び樹根の発掘並びに開墾以外の土地の形質を変更する行為にあっては、変更の目的行
　　　為の種類、内容及び面積、土地の形質の変更状況、施行設備並びに行為に係る使用目的達成後
　　　の取扱い
　６　面積を記載する場合は、実測又は見込みより、haを単位とし、小数第４位まで記入すること。
　７　申請期間に工事完了後の施設の維持期間を含む場合は、備考欄に工事に関する始期・終期を記
　　 載すること。
　８　要領に定められた図面等を添付すること。

備　　　　　　　　考

次の森林（土地）において次のように立竹を伐採（立木を損傷、家畜を放牧、下草、落葉又は落枝

を採取、土石又は樹根を採掘、開墾、土地の形質を変更）したいので許可されたく、森林法第34条第

２項(第44条において準用する同法第34条第2項)の規定によりその許可を申請します。

森林（土地）の所在場所

保安林（保安施設地区）の
指定の目的

行　 為 　の 　方 　法

期　　間

保安林（保安施設地区）内○○○○許可申請書

平成　　年　　月　　日

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　印
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　様 式 ２（規則第63条第２項 届出書様式）

　福　島　県　知　事　　様

 （　　　農林事務所長）

住　所
　届出人

氏　名

市
　
郡

町
　
村

大字 字

始　　期

終　　期

注意事項
　１　届出書は、行為を行うべき箇所ごとに作成すること。
　２　氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。
　３　行為の目的覧には、採取物の使用目的について記載すること。
　４　行為の方法覧には、採取物の種類及び数量並びに採取方法を記載すること。
　５　添付する図面の様式は、規則第15条の申請書の様式のイの申請書に添付する図面の様式に準ず
　　ること。

備　　　　　　　　考

次の森林（土地）において次のように下草、落葉又は落枝を採取したいので、森林法施行規則第63

条第２項の規定により届け出ます。

森林（土地）の所在場所

保安林（保安施設地区）の
指定の目的

行　 為 　の 　目　 的

行　 為 　の 　方 　法

期　　間

保安林（保安施設地区）内下草、落葉又は落枝の採取届出書

平成　　年　　月　　日

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　印
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　様 式 ３（規則第66条第１項 届出書様式）

　福　島　県　知　事　　様

 （　　　農林事務所長）

住　所
　届出人

氏　名

市
　
郡

町
　
村

大字 字

注意事項
　１　届出書は、行為を行うべき箇所ごとに作成すること。
　２　氏名を自署する場合においては、押印を省略することができる。
　３　保安林（保安施設地区）内緊急○○○○届出書の○○に該当する事項を記入する。
　４　届出人氏名下部の文書中において、届け出る目的事項を選び○で囲む。
　５　理由欄には、非常災害の発生年月日、緊急に行為を必要とした理由その他必要事項を記載。
　６　行為の方法欄には、次の事項を記載すること。
　 (1)　立木の伐採にあっては、伐採の方法、伐採した立木の樹種、樹齢及び面積又は立木材積を
　　　記載すること。
   (2)　立竹の伐採にあっては、伐採面積、伐採する立竹の年齢及び束数並びに伐採跡地の取扱い
　 (3)　立木の損傷にあっては、損傷の目的、損傷する立木の樹種、年齢、本数、及び面積並びに
　　　損傷後の扱い
　 (4)　家畜の放牧にあっては、放牧面積、家畜の種類及び頭数並びに管理方法
　 (5)　下草、落葉又は落枝の採取にあっては、採取物の種類及び数量並びに採取方法
　 (6)　土石又は樹根の採掘にあっては、採掘の目的、種類（土石の発掘の場合に限る。）面積、方
　　　法及び数量、発掘設備、土地形質の変更状況並びに発掘後の取扱い
　 (7)　開墾にあっては、開墾の目的、面積及び方法、土地の形質の変更状況並びに開墾地に係る使
　　　用目的達成後の取扱い
　 (8)　土石及び樹根の発掘並びに開墾以外の土地の形質を変更する行為にあっては、変更の目的行
　　　為の種類、内容及び面積、土地の形質の変更状況、施行設備並びに行為に係る使用目的達成後
　　　の取扱い
　７　面積を記載する場合は、実測又は見込みより、haを単位とし、小数第４位まで記入すること。
　８　位置、内容が分かる図面を 小の範囲で添付すること。

備　　　　　　　　　考

理　　　　　　　　　由

行　 為　 の　 日 　時

行 　為　 の　 方　 法

次の森林（土地）において次のように立木を伐採（立竹を伐採、立木を損傷、家畜を放牧、下草、

落葉又は落枝を採取、土石又は樹根を採掘、開墾、土地の形質を変更）したので、森林法第34条第９

項(第44条において準用する同法第34条第９項)の規定により届け出ます。

森林（土地）の所在場所

保安林（保安施設地区）の
指定の目的

保安林（保安施設地区）内緊急○○○○届出書

平成　　年　　月　　日

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　印
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　様 式 ７

　福　島　県　知　事　　様

 （　　　農林事務所長）

住　所
　申請者

氏　名

市
　
郡

町
　
村

大字 字

始　　期

終　　期

注意事項
　１　行為の目的、面積は許可指令内容を記入すること。

予定期間

備　　　　　　　　考

行 為 の 目 的 、 面 積

保安林（保安施設地区）内○○○○許可着手届

平成　　年　　月　　日

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成 年 月 日付け福島県指令○○第○○○○号で許可された下記の行為に関しては、

平成　　年　　月　　日に着手したので報告します。

森林（土地）の所在場所

  保安林(保安施設地区)の
  指定の目的



- 34 -

　様 式 ８

　福　島　県　知　事　　様

 （　　　農林事務所長）

住　所
　申請者

氏　名

市
　
郡

町
　
村

大字 字

始　　期

終　　期

注意事項
　１　行為の目的、面積は許可指令内容を記入すること。
　２　完了状況の分かる写真を添付すること。

期　　間

備　　　　　　　　考

行 為 の 目 的 、 面 積

保安林（保安施設地区）内○○○○許可完了届

平成　　年　　月　　日

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　印

平成 年 月 日付け福島県指令○○第○○○○号で許可された下記の行為に関しては、

平成　　年　　月　　日に完了したので報告します。

森林（土地）の所在場所

 保安林(保安施設地区)の
 指定の目的
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　様 式 ９

（１号標識）

許 可 番 号 福島県指令○○第○○○○号

森 林 の 所 在 ○○郡○○町大字○○字○○○○番地

保 安 林 種 ○○○○

行 為 の 目 的 ○○○○○○○

行 為 の 面 積 ○．○○○○ ヘクタール

許 可 期 間 より

（工事期間） より

氏名（連絡先の電話番号）

○○○○○○○○　　電話番号○○○－○○○－○○○○

福島県○○農林事務所（電話番号○○○－○○○－○○○○）

Ｂ3版　ユポ紙　♯２００　　白地に黒字または品質・規格が同等のもの

保安林（保安施設地区）内作業許可済標識

平成○○年○○月○○日 平成○○年○○月○○日

（平成○○年○○月○○日 平成○○年○○月○○日）
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　様 式 １０

白　地
（表） （裏）

防　腐

根止め

「○」は数字
「△」は文字

 　※ 品質・規格が以下と同等のもの

　　本　体　：　木製標柱
　　材　質　：　アカマツ・スギ・カラマツ  
　　規　格　：　正角（120㎜×120㎜を標準とする）、全長2,000㎜（地上部1,200㎜）

　　根止めとして　：　30㎜×30㎜×450㎜の角材×２（釘打ちつけ）
　　　　　　　　　　　又はφ９×400㎜の鉄丸棒×２（穴通し）

　　地上部　：　「地」白ペンキ塗装、「文字」黒文字記入面クリア仕上げ
　　地下部　：　防腐処理（深さ　８０㎝）

申
請
者
　
△
△
△
△
△
△
△
△

　
　
　
　
　
　
　
福
島
県
△
△
△
農
林
事
務
所

○
△
農
林
第
○
○
○
○
号

平
成
○
○
年
○
○
月
○
○
日
か
ら

平
成
○
○
年
○
○
月
○
○
日
ま
で

△
△
△
△
△
△
△
△

△
△
△
△
△
△
保
安
林

○
・
○
○
○
○
ヘ
ク
タ
ー

ル

（２号標識）

黒
　
文
　
字

保

安

林

内

作

業

許

可

済

み

標

識

許

可

番

号

許

可

期

間

目

的

保

安

林

種

面

積
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　様 式 １１

（３号標識）

許 可 番 号 福島県指令○○第○○○○号

森 林 の 所 在 ○○郡○○町大字○○字○○○○番地

保 安 林 種 ○○○○

行 為 の 目 的 ○○○○○○○

行 為 の 面 積 ○．○○○○ ヘクタール

許 可 期 間 より (当該施設の使用が終了するまで)

（工事期間） より

氏名（連絡先の電話番号）

○○○○○○○○　　電話番号○○○－○○○－○○○○

福島県○○農林事務所（電話番号○○○－○○○－○○○○）

＊品質・規格が以下と同等のもの及び設置位置
 ・ 縦２０cm×横２５cm以上。
 ・ 素材は、原則として軽合金、石材等５年以上の耐久性があるもの。
 ・ 永久構造物に埋め込むか腐朽せず、破壊されない箇所に設置すること。

保安林（保安施設地区）内作業許可済標識

平成○○年○○月○○日 平成○○年○○月○○日

（平成○○年○○月○○日 平成○○年○○月○○日）
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　様 式 １２

　福　島　県　知　事　　様

 （　　　農林事務所長）

住　所
　申請者

氏　名

１　当初許可内容

市
　
郡

町
　
村

大字 字

始　　期

終　　期

２　変更申請内容

始　　期

終　　期

注意事項
 １ 当初許可指令書の写しを添付すること。　　
 ２ 期間の変更のみの場合は、図面等の添付については許可権者と協議して省略することができる。

期　　間

変更が生じた理由

行　為　の　方　法

　平成　　年　　月　　日付け福島県指令○○第○○○○号で許可された保安林内の作業許可行為に

ついては、内容を変更して実施したいので申請します。

森林（土地）の所在場所

保安林（保安施設地区）の
指定の目的

行　為　の　方　法

期　　間

備　　　　　　　　考

保安林（保安施設地区）内○○○○変更許可申請書

平成　　年　　月　　日

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　印


